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序　　　　　文

独立行政法人国際協力機構は、バヌアツ共和国と締結した討議議事録（R/D）に基づき、2006
年 3 月より 3 年間の予定で技術協力「豊かな前浜プロジェクト」を実施しました。

ついては、当機構では、本プロジェクトの協力期間中の活動実績等についてバヌアツ共和国側

と合同で総合的な評価を行うとともに、それ以後の対応策等を協議するため、協力期間終了を約

6 カ月後に控えた 2008 年 10 月 13 日から 30 日まで、白勢隼人を団長とする終了時評価調査団を

現地に派遣し、プロジェクト活動の評価を行いました。

本報告書は、同調査団によるバヌアツ政府関係者との協議及びレビュー結果等を取りまとめた

ものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用されることを願うものです。

ここに、本調査にご協力いただいた両国の関係者各位に対し、心からの感謝の意を表すととも

に、今後の更なるご支援をお願い申し上げます。

平成 25 年 2 月

独立行政法人国際協力機構

農村開発部長　熊代　輝義
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１－１　協力の背景と概要

バヌアツ共和国（以下、「バヌアツ」と記す）は、2005 年においては人口約 22 万人の小島嶼国で、

農業・畜産を主体とした第一次産業及び観光を主体とした第三次産業が基幹産業となっており、

国民の約 80％は主要都市以外の集落、または、離島に住み、そのほとんどが自給自足的な農業

に従事している。国民 1 人当たりの GNI は 1,600 米ドル（世銀：2005 年）であるが、これは主

に外資系輸出産業による牛肉やコプラなどの生産とわずかな都市部に限定される観光産業など

の経済活動によるところが大きく、都市部と地方部、離島との所得格差は大きい。また、バヌ

アツは離島が多く交通手段が限られているため、多くの住民が自給自足の生活を送っている。

一方、都市部近郊では肉牛の山地放牧が行われており、一部の住民は輸出用に肥育されている

肉牛のくず肉を食用にすることはできるが、量的にも国民全体に供給することが困難な状況に

ある。離島や沿岸地域ではたんぱく質を魚類、貝類、甲殻類等の水産資源に頼っている集落が

多い。このため、沿岸住民が入手・利用可能な貝類などの沿岸水産資源は急激に減少しており、

枯渇が危惧される状況にあることから、これら貝類資源を種苗放流や漁場環境保全等によって

早期に回復させるため、地域住民主体による管理体制を構築することが喫緊の課題となってい

る。あわせて、これらの水産資源の付加価値を高めることによる所得向上が急務となっている。

かかる状況を踏まえ、バヌアツの要請に基づき、「豊かな前浜プロジェクト」は、貝類種苗放

流等による資源増殖を通して地域住民主体による資源管理体制の構築及び生計向上を目的に、

バヌアツの水産局（Department of Fisheries：DF）をカウンターパート（Counterpart：C/P）とし

て 2006 年 3 月より 3 年間の計画で実施されている。

１－２　協力内容

バヌアツの DF を C/P に、モデルサイトの沿岸住民を対象に、貝類資源の適切な管理手法を

指導し、住民参加型の沿岸資源管理体制を確立することにより、長期的には資源の回復及び住

民の生計向上を目指すものである。

（１）上位目標

モデルサイトで、沿岸水産資源の適切な保全・利用により沿岸住民の生計が改善される

とともに、モデルサイトを中心に周辺地域にも対象種の資源増殖効果が波及する。

（２）プロジェクト目標

モデルサイトにおいて住民参加型の沿岸水産資源管理が実践される。

１．案件の概要

国名：バヌアツ共和国 案件名：豊かな前浜プロジェクト

分野：農林水産・畜産 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：農村開発部 協力金額（評価時点）：2 億 5,000 万円

協力期間

（R/D）： 2006 年 3 月～

2009 年 3 月

（延長）：

（F/U）：

先方関係機関：農林水産・検疫省（MAQFF）水産局（DF）

日本側協力機関：（独）水産総合研究センター

（独）沖縄県水産試験場

他の関連協力：なし

評価調査結果要約表（終了時評価）
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（３）成果

１）沿岸定着性資源の種苗生産・中間育成の技術が向上する。

２）モデルサイトで、住民主体の粗放的な増養殖の管理体制が確立される。

３）モデルサイト住民の生計の改善が提案される。

（４）投入（2008 年 10 月時点）

日本側：総投入額　2 億 5,000 万円

専門家派遣：短期延べ 9 名

研修員受入（本邦）：6 名（ただし、うち 1 名はプロジェクト外予算）

機材供与：1,900 万円 
ローカルコスト負担：5,600 万円 

相手国側：

C/P 配置：16 名

土地・施設提供：プロジェクト執務室、種苗生産施設用地

３－１　実績の確認

＜成果１＞

本成果は達成されている。すなわち、沿岸定着性資源の種苗生産・中間育成の技術は確立

及び向上している。詳細は以下の理由による。まず、対象種の種苗生産量については、ヒレ

ジャコが約 110,000 個体（5,000、カッコ内は目標値、以下同様）、シラナミが約 20,000 個体

（5,000）、ヤコウガイが約 4,000 個体（3,000）、タカセガイが約 5,000 個体（3,000）（指標 1-1）
となっている。また、対象種の生残率については、 おおよそ全体として目標値の 1％に近づい

ており、数値の推移は増加の傾向にある（指標 1-2）。さらに、C/P の種苗生産能力に関しては、

飼育過程における多様な経験を今後積むことが必要であるものの、基礎的な生産技術は習得

されており独自に種苗生産は行えるようになっている（指標 1-3）。マニュアルについては、「観

賞魚市場向けシャコガイ種苗生産マニュアル」、「シャコガイ種苗生産マニュアル」の 2 点が

既に完成している。さらに、「ふ化場管理運営マニュアル」、「ヤコウガイ種苗生産マニュアル」、

「タカセガイ種苗生産マニュアル」が、作成中であり、プロジェクト終了時までには完成が予

定される（指標 1-4）。
＜成果２＞

本成果はおおむね達成されている。すなわち、モデルサイトで住民主体の粗放的な増養殖

の管理体制が整備されつつある。現在、活動が進捗しており、このような努力が継続される

ならばプロジェクト終了までに達成が可能と判断される。詳細は以下の理由による。まず、

資源調査が終了し、4 種類（ヒレジャコ、シラナミ、ヤコウガイ、タカセガイ）の現況把握が

行われた（指標 2-1）。また、対象種について、2 カ所のモデルサイト（マンガリリウ、レレパ）

２．評価調査団の概要

調査者

１．白勢　隼人　　総　　括　　JICA 農村開発部参事役

２．田中　宏幸　　協力管理　　JICA 農村開発部水田地帯グループ水田地帯第三課

３．古谷　典子　　評価分析　　 グローバル・リンク・マネージメント株式会社　シニ

ア研究員

調査期間 2008 年 10 月 13 ～ 30 日 評価種類：終了時評価

３．評価結果の概要
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それぞれに 1 カ所ずつ母貝放流適地を選定し、母貝放流が実施され、選定された放流適地の

地図も作成されている（指標 2-2）。放流数については、今期中のヤコウガイ・タカセガイ親

貝の導入により、全体としては目標値がおおよそ達成される見込み（下表参照）となってい

る（指標 2-3）。

親 種苗

実績 目標値 実績 目標値

シャコガイ類

オオジャコ

Tridacna gigas
400 400 ――― ―――

ヒレジャコ

Tridacna squamosa
15 20

0（2008 年末から

2009 年度末までに

5,000 予定）

5,000

シラナミ

Tridacna maxima
―――― ――――

0（時期尚早、

生存数 2 万）
5,000

ヤコウガイ

Turbo (Lunatica) marmoratus
745 1,000

0（2008 年末から

2009 年度末までに

3,000 予定）

900

タカセガイ

Trochus niloticus

279
（今後実施予定、1,000

まで達成見込み）

2,000 5,000 200

資源管理のためのルールについては、各モデルサイトにおいてルールづくりのための活動

が進んでいる。マネジメントプランは完成に至っていないが、内容について地域住民は基本

的に納得しておりドラフトはほぼ完成していることから、終了までのステップを進める努力

が継続されるならば 2 種類（2 カ所）以上という目標値に到達する（指標 2-4）。マニュアル

に関しては、「住民主体の沿岸資源管理アクションプランづくりワークショップ実施マニュア

ル」、「ヤコウガイ放流マニュアル」が既に完成している。加えて、「モニタリングマニュアル」

「沿岸資源管理マニュアル」が作成中にあり、プロジェクト終了までに完成すると見込まれる

（指標 2-5）。
＜成果３＞

本成果は達成されている。すなわち、モデルサイト住民の生計の改善が提案されている。

具体的には、貝殻細工、観賞魚市場向けシャコガイの養殖、エコツアー（プロジェクト活動

紹介ツアー）の 3 案が特定できている（指標 3-1）。具体的な内容策定は、今後、実施可能

性を詰める必要がある。生計改善ワークショップに参加した地域住民の数は、目標値 100 人

に対して、観賞魚向けシャコガイ養殖ワークショップ、マネジメントプランに関するワーク

ショップを含め 4 種類のワークショップに合計 138 人が参加した（指標 3-2）。マニュアルに

関しては、「社会経済調査実施マニュアル」及び「シャコガイ種苗生産マニュアル　～鑑賞魚

市場向け～」が既に作成されており、さらに、地域住民向けの「鑑賞魚市場向けシャコガイ

養殖マニュアル」がプロジェクト終了時までに完成する予定である（指標 3-3）。

＜プロジェクト目標＞

プロジェクト目標はおおむね達成されており、プロジェクト終了までに達成されると判断

された。

資源管理ワークショップへの地域住民の参加者数に関しては、住民主体の沿岸資源管理

（Community-based Coastal Resource Management：CBRM）アクションプランづくり、鑑賞用
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シャコガイ増養殖、シャコガイのグローアウトファームなどのテーマで開催されたワーク

ショップに、目標値 150 人を大幅に超える 239 人が参加した。（指標１）

対象種 5 種類の資源管理方法が導入されたか否かについては、シャコガイの 4 種類及びヤ

コウガイ、タカセガイの資源管理システムが実施されている。（指標２）

さらに、定期的なモニタリングが実施されているか否かに関しては、モデルサイトにおけ

る住民からの聞き取りによると、毎週定期的に、自分たちの活動としてモニタリングを行っ

ているとの報告がなされている。また、日本人専門家の報告によれば、記録の精度や継続性

についての課題は残っているものの、各モデルサイトから責任感と意欲をもって活動に参加

する地域住民の人材が育成されている。（指標３）

３－２　評価結果の要約

（１）妥当性：非常に高い

バヌアツ政府の国家開発戦略である「優先課題・行動計画（Priorities and Agenda）」にお

いて、水産セクター開発の優先課題として沿岸住民による沿岸域の水産資源管理が奨励さ

れていることから、プロジェクトのめざす方向性はバヌアツの開発政策と合致している。

また、沿岸住民の生計向上及びそのための DF の能力強化というニーズにも合致している。

さらには、わが国の援助政策に関しても、JICA 対バヌアツ国別事業実施計画において農村

開発による生計向上及び環境保全が援助重点分野と定められるなど日本の協力政策との整

合性が存在する。

（２）有効性：高い

終了時評価時点において、プロジェクト目標はおおむね達成されており、プロジェクト

の残された期間に予定されている活動進捗に向けた努力が継続されるならば、終了時点ま

でには達成されると見込まれるからである。なお、成果３は上位目標に掲げられる生計向

上に結び付く内容であるものの、生計向上への提案（成果３）が地域住民の意欲を喚起し

たことで地域住民主体の増養殖の管理体制づくり（成果２）を、促進する結果になった。

したがって、すべての成果はプロジェクト目標達成に貢献したといえる。

（３）効率性：高い

日本側・バヌアツ側双方の投入は、目標達成に向け期待される成果を産出するためにお

おむね十分なものであった。プロジェクト目標を達成しつつあるという効果の発現状況は、

分野の性質を勘案すると比較的限られた投入に対して高い水準に達していると判断される

ことから、効率性の高さは十分であるといえる。

（４）インパクト：正・大

住民の生計向上・資源増殖効果の波及という上位目標の達成には 5 年以上かかる可能性

も見込まれることから、インパクトが十分に強いと断言することができないものの、国境

を超えた影響も微小ながら出てきているという観点からは大きいと表現できる。

プロジェクトサイトの紹介を含むエコツアーが民間セクターで立ち上がり、地域住民の

所得創出に結び付き始めたことや日本を含む国外からのこれらエコツアー参加者が本プロ

ジェクトの存在を知ることにより強い印象を受けていること、米国平和部隊と協力した環

境教育活動により地域の児童を介した住民の意識啓蒙がなされるなど、当初、意図しなかっ

たプラスのインパクトに示されるように、プロジェクト実施により直接的な C/P 機関にと
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どまらず、民間セクターや地域住民の沿岸資源管理・環境への関心が高まり、さまざまな

取り組みが開始しつつあり波及効果は大きい。なお、負のインパクトとしては、モデルサ

イトの選定に関して土地問題顕在化の引き金となったことが挙げられる。

（５）持続性：中程度

以下に示す理由から、総合的には一定の条件を満たすならば持続性は確保できると判断

される。

まず、政府組織として職員倍増による対象機関の組織編成・強化が進んでいること、引

き続き住民参加型資源管理についての政策的支援が得られると判断されることから組織の

安定度は見込まれ、組織的な持続性は非常に高い。一方、予算確保は、政治的な努力はな

されているものの、承認済みの編成強化された組織定員を空席なく雇用するために、実際

の予算措置が行われることで、財政的観点からの持続性は確保される。さらに、技術的持

続性について、DF の C/P は基礎的な増養殖技術を習得しており離職者もほとんどいないこ

とから定着しつつあるといえる。しかし、C/P のなかにはプロジェクトによる雇用者が含

まれていることから、プロジェクト終了後においても育成されたこれら人材を正規職員と

して雇用し、定着させることが可能になれば、DF の技術的持続性は更に強化される。地域

住民については、技術が受け入れられつつあるが、今後の資源管理計画やモニタリングの

実践が蓄積されていくならば、さらに定着していくと予測される。

３－３　効果発現に貢献した要因

（１）計画内容に関すること

・ 上位目標達成に貢献する生計向上策の提案（成果３）が住民の意欲を増福したことから、

モデルサイトでの住民主体の資源管理体制の確立（成果２）を促進することとなった。

・ モデルサイトを 4 地区から 2 地区へ絞り込んだことにより、結果的には限られた投入

を集中させることにつながり成果を確実に創出することが可能となった。

（２）実施プロセスに関すること

・ C/P 機関である DF の中で、増養殖技術を担当する研究部門と資源管理を担当する普及

部門の連携努力がなされたこと。

・ プロジェクトに関する広報用の T シャツ作成や警察、メディアなどを招待して禁漁区

域設置の記念会合を開催するなど、プロジェクト広報及び関係者の意識啓発が行われ

たこと。

３－４　問題点及び問題を惹起した要因

（１）計画内容に関すること

・ 効果が時系列的に起こるプロジェクト戦略の組み立てから、種苗生産施設の改築工事

及び供与機材設置の遅れに派生する種苗生産（成果１）の遅れが生じ、さらには、資

源管理体制の確立（成果２）のための活動に遅延が生じた。

（２）実施プロセスに関すること

・ 半年ごとの合同によるプロジェクトのモニタリングが実施できなかったこと。
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３－５　結　論

終了時評価調査において、①資源管理ワークショップに十分な人数の住民が参加しているこ

と（指標１）、②対象種 5 種類について資源管理方法が導入されシステムが実施されていること

（指標２）、③モデルサイトの住民らが定期的にモニタリングを実施していること（指標３）が

確認され、住民参加型の沿岸水産資源管理が実践されつつあることが認められることから、プ

ロジェクト目標は、終了時評価調査時点でほぼ達成されており、プロジェクト終了時までに達

成できると判断できる。

なお、評価５項目の観点からは、妥当性は非常に高く、プロジェクト目標の達成度も高くす

べての成果が達成に貢献している事実から有効性も高いと判断される。また、成果発現の大き

さと比較的制限された投入とを比較した観点から考慮すると効率性も十分高い。インパクトに

ついては、日本人を含めた外国人に対してもエコツアーなどを通じて影響を与えている点で評

価できるが、上位目標の達成には 3 ～ 5 年以上の期間が必要と予測される。持続性については、

一定の条件を満たすならば確保できると判断される。沿岸資源管理分野に関し中心的な役割を

担う DF は、国の機関としての組織安定度は高く、組織的・政策的観点からの持続性が認めら

れる。また、DFのC/Pの定着及び一部のC/Pの正職員化により技術的持続性の強化が期待される。

３－６　提　言

①研究部門と普及部門の更なる協調促進

②所得向上策について実施可能性の検討

③更なる強化が必要とされる技術についての特定

④上位目標の達成度を測る指標についての検討

⑤必要な人材の登用と予算措置

３－７　教　訓

（１）住民参加型沿岸資源管理を推進する際の JICA 内のコンセンサスづくり

資源管理に包含されるものは極めて幅広く多様であり、効果発現を見極めるには長期的

視野で臨むことが不可欠である。また、効果をもたらす、もしくは阻害する要因が、極め

て重層的に相互に関係しているため、資源管理プロジェクトの実施にあたっては、JICA 方

針に関するコンセンサス形成が必要であり重要である。

（２）本プロジェクトでは、プロジェクトサイトの選定においては、DF 調整の下、対象コミュ

ニティの選定を行い、タブーエリア（禁漁区）を設定し、地元への周知を行ったが、一部

のコミュニティが、土地所有権（前面海域を含む）を巡り提訴し、法廷にて協議されるこ

ととなった。コミュニティの分割及び移転に伴い、所有権を主張してきたものであるが、

DF としては想定外のクレームであり、当初 4 カ所での設定を 2 カ所に減らすなど、活動が

大幅に制限されることとなった。よって、大洋州地域においては、土地紛争は利害関係等

の複雑な問題を抱えているため、プロジェクトサイトの選定については、より詳細な調査・

検討を行うことが望ましい。

（３）プロジェクト管理のための指標は、円滑なモニタリング・評価のために明確で分かりや

すいことが重要である。本プロジェクトの成果１指標 1-2「対象種の生残率」等の場合、明

確に定義が共有されていない指標は、関係者ごとに理解が異なることから、円滑なるモニ

タリング・評価を困難なものにする危険性がある。
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１　Background of the Project
The Republic of Vanuatu (hereinafter referred to as “Vanuatu”) is one of the small island 
developing states (SIDS) with forms archipelago of eighty-three islands in the South Pacific. 
Due to its limited natural resources, the main industries are agriculture and stockbreeding 
while tourism is the major service industry. A difficulty in transportation on and between the 
islands hinders economic performance. Under such circumstance, the GNI remains US$1,600 
(2005, World Bank). Its economy depends on foreign-affiliated industries, such as beef, copra, 
and tourism and Vanuatu is categorized as a Least Developed Countries (LDC) by the United 
Nations. Poverty and disparities among regions are major development issues. There is a 
substantial income differential between the urban and the rural. Moreover, the remoteness of the 
islands is a major problem with about half of the population in rural areas living on an income of 
less than US$1.00 per day.
Access to food, depending on the area, can be limited. As a consequence, problems of 
malnutrition occur in some areas. The proportion of the population that lives near stockbreeding 
areas can access to animal protein but the population in coastal areas depends on coastal 
resources such as shellfish and crustaceans for protein. The coastal resources provide an 
important source of income. Some of these resources have been depleted or exhausted through 
overfishing. To encourage the recovery of these coastal resources is, therefore, an urgent need. 
This issue can be tackled through seeding and the maintenance of the environmental conditions 
for fishing with the re-establishment of a community-based coastal resources management 
systems.
To challenge above-mentioned issues, the Project, to improve the techniques of the propagation 
and/or culture of important species and to put these into practice under a community-based 

I.　Outline of the Project

Country：The Republic of Vanuatu
Project title：The Project for Promotion of the Grace of the 
Sea in the Coastal Villages in the Republic of Vanuatu

Issue/Sector：Rural Development Cooperation scheme：Technical Cooperation Project

Division in charge：Paddy Field Based 
Farming Area Division III
Dept.  Division: Paddy Field Based Farming  
Group, Rural Development Department

Period of 
Cooperation

(R/D): March, 2006-March, 
2009
(Extension): 
(F/U) :

Partner Country’s Implementing Organization：
Vanuatu Fisheries Department

Supporting Organization in Japan：
 Fisheries Research Agency (Incorporated Administrative 
Agency) 
Okinawa Prefectural Fisheries and Ocean Research Center

Related 
Cooperation:

None

Summary
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coastal resources management system, commenced in March 2006 based on the request from 
the Government of Vanuatu, with the duration of three years with the Fisheries Department 
(hereinafter referred to as FD) as a counterpart organization.

２　Project Overview
Promotion of Community-based coastal resources management (CBRM) through improvement 
in technique of FD as well as establishment of CBRM in model sites is aimed.

（１）Overall Goal 
Livelihoods of coastal communities are improved through the community-based resources 
management at the model sites and the resource propagation effect of the target species infects 
around the model sites.

（２）Project Purpose
Community-based coastal resources management is practiced at the model sites in the target 
area.

（３）Outputs
Output 1: Appropriate technique of seed production and intermediate culture of the target species 
are transferred.
Output 2: Extensive culture and propagation of the target species by the coastal community are 
promoted at the model sites.
Output 3: Livelihood improvement method of the coastal communities at the model sites is 
suggested.

（４）Inputs
Japanese side：

Short-term Expert	  9 	 Local cost　56,250,000　Yen
Trainees received	  6 	 Provision of equipment 18,900,000 Yen

Egyptian‘s Side：
Counterpart	  16 	 Facilities (Office for Japanese Experts, hatchery, etc.)

１．Project Performance
-Inputs and Outputs

The Project has mostly fulfilled the input along with the plan stated in the R/D and PDM.  Some 

 II.　Evaluation Team

Members of 
Evaluation Team

Mr. Hayato SHIRASE　　　Team Leader
Senior Advisor to the Director General, Rural Development Department, JICA
Mr. Hiroyuki TANAKA 　　　　Project Management
Assistant Director, Paddy Field Based Farming Group, Rural Development 
Department, JICA
Ms. Noriko FURUTANI 　　 Evaluation Analysis
Senior Researcher, Global Link Management Inc.

Period of Evaluation 13/Oct/2008~ 30/ Oct/ 2008 Type of Evaluation：
Terminal Evaluation

 III. Results of Evaluation
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delays have been observed for equipment provision at the beginning of the Project.

Output 1 has been achieved.  Appropriate technique of seed production and intermediate culture 
of the target species are transferred.  Indicator 1-1: The following number of seeds of the 
target species has been produced: Giant Clam T.squamosa 110,000 (Target 5,000), Giant Clam 
T.maxima 20,000 (Target 5,000), Green Snail 4,000 (Target 3,000), Trochus 5,000 (Target 3,000).  
Indicator 1-2: The survival rates of seed production of the target species is getting close to the 
target figure, 1%.  And the trend of this figure is increasing.  Indicator 1-3: The counterpart 
personnel in charge of seed production acquired the basic techniques in seed production of target 
species and became capable of conducting such seed production by themselves.  It is challenge 
for them to accumulate further experiences in production process in future.  Indicator 1-4: “The 
Giant Clam Seed Production Manual Targeting for the Aquarium Pets Markets”and“Giant Clam 
Seed Production Manual”were prepared. “Green Snail seed production manual”, “Hatchery 
Management Manual”, and “Trochus seed production manual” are in progress and will be 
completed by the end of the Project. 

Output 2 has been achieved at the time of the terminal evaluation based on the following 
indicators. Indicator 2-1: 4 Reports of the profile of current resource status on Giant Clam 
(T.squamosa, T.maxima), Green Snail, and Trochus have already been completed.  Indicator 2-2: 
The suitable habitat for each species has been identified in each model site (Mangaliliu, Lelepa).  
Indicator 2-3:  Majority of the targeted figure will be achieved when the activities of spawners 
of Green snail and Trochus will be introduced through the coming activities during the current 
implementation period as shown below. 

Broodstock Seeds
Achievement Target Achievement Target

Giant Clam T.gigas
400

(Future broodstock)
400 ――― ―――

T.squamosa 15 20
0

(Expected 5,000 through 
coming activities)

5,000

T.maxima ----------------- ---------
0 （Not yet release time, 

Surviving 20,000）
5,000

Green Snail 745 1,000
0 （Expected 3,000 

through coming 
activities）

900

Trochus
279 (Expected 1,000 

through coming 
activities)

2,000
0  (Expected 5,000 

through coming activities)
200

Indicator 2-4: Management Plan, as a rule, has been in progress in each model site. Therefore, 
two management plans in total, will be prepared. They are expected to be completed soon since 
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all the contents of them were basically agreed among related actors including the local residents 
in Mangaliliu and Lelepa.  Indicator 2-5: “A manual to organize workshop to formulate CBRM 
Action Plan” and “Green Snail release manual” were already prepared. Moreover, the contents of 
“monitoring manual” and “CBRM manual” will be prepared by the end of the Project. 

Output 3 has been achieved based on the following indicators.　　 Indicator 3-1: The number of 
suggestion for livelihood improvement is more than two. Shell Craft, Giant Clam Ocean Nursery
　for  aquarium pet market, Involvement in Eco-tour by showing CBRM sites,  have been 
suggested. 　Indicator 3-2: The total number of all livelihood improvement workshop is 138.  
Indicator 3-3: “Manual for Socio-economic survey” and “Giant Clam Seed Production Manual 
---Targeting for the Aquarium Pets Market” were prepared.  And “Manual for Ocean Culture of 
Aquarium Pet Giant Clams” for local residents will be prepared by the end of the Project. 

  -Project Purpose
At the time of terminal evaluation, the project purpose is mostly achieved and will be achieved 
by the end of the Project.  Thus, community-based coastal resources management is practiced at 
the model site in the target area.

Indicator 1: 239 villagers in total participated in various workshops on resource management.
Indicator 2:  Resources management system on all kinds of targeted Giant Clam, Green Snail and 
Trochus have partially been introduced and implemented.
Indicator 3:  According to the result of group interview conducted at Mangaliliu and Lelepa, the 
local residents there reported that they regularly practice monitoring every week.  Their records 
will be more systematic ones with better assistance from FD/JICA by the end of the Project.  
Also the interview with Japanese experts revealed that some persons from each model site, who 
are steadily motivated and perform with responsibility, have been appearing, although some 
challenges,  such as accuracy and continuity of monitoring, remain.  

-Implementation Process
The Project has been conducted properly based on the PDM and the implementation process was 
generally appropriate.  The followings are the major points to be observed;
•	� Continuous efforts for the collaboration between the research section and the extension 

section were made.
•	� The number of model sites was decreased from 4 to 2 due to the unexpected land dispute.
•	� The delay in hatchery renovation and equipment installation led to the delay in seed 

production.
•	� The C/P training in Japan was conducted in the crucial period for technology transfer in 

Vanuatu.
•	� Promotion of the Project was conducted involving media and Police successfully.
•	� Joint monitoring every 6 months has not been conducted.

２　Summary of Evaluation Results
（１）Relevance
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The relevance of the Project is very high.  As shown in the national development policy: 
“Priorities and Agenda”, the Vanuatu Government has set community-based management on 
coastal and reef fishery resource as one of its main priorities in the development policy in the 
fisheries sector. JICA emphasizes “livelihood improvement by rural development” in Country 
Implementation Plan for Vanuatu. Thus, the project purpose and overall goal are consistent with 
the policy of Vanuatu and the Japanese Official Development Assistance policy. Also, the Project 
meets the needs of direct beneficiaries of the FD and the coastal communities.   

（２）Effectiveness
The effectiveness of the Project is high.  Because, the project purpose has mostly been achieved 
and will be achieved by the time of the complete termination of the Project.  All the outputs have 
been contributing to achievement of the project purpose.  Although Output 3 is closely related to 
Overall Goal, the local residents, who motivated by identifying income generation (Output 3),  
made  the Community-based coastal resources management activities (Output 2) advanced.

（４）Efficiency
The Project produced the satisfactory results. Compared the magnitude of the Project outcome to 
the relatively limited inputs, the efficiency level of the Project is sufficient. Consequently, it can 
be said that the inputs for the Project were efficiently utilized.

（５）Impact
Impact of the Project is expected to be not high enough but is large as follows:
Overall goal is an intended positive impact.  The Project has two aspects in the overall goal, 
which are firstly improvement in livelihood through community-based resource management and 
secondly, resource propagation.   Realization of both requires quite some time, approximately 
more than five (5) years according to the opinion of the related actors.  It also depends on the 
actions to be taken by FD from now on.  If the external condition is met and the appropriate 
support from FD is provided to the model sites, improvement in livelihood as well as resource 
propagation through community-based resource management could be realized within several 
years after the Project.  However, some response to the Project is international as seen in the 
case of eco-tour that the private sector started by including project site for sight-seeing.  Beside 
it, local residents’ obtaining the additional income from such eco-tour and promotion of the 
environmental education activities by the collaboration with U.S Peace Corps are the unintended 
positive impacts.  As for negative impacts, the Project implementation came to be the trigger of 
the land dispute between Tassiriki and Sunae although land dispute is quite common in Vanuatu.

（６）Sustainability
The sustainability of the Project can be secured if certain conditions are met, because of the 
following reasons.  The organizational sustainability of FD as a government body to extend 
CBRM to all over the country is very high based on the high priority by GOV.  Actually, its 
structure has recently been revised and strengthened. However, financial sustainability of FD will 
be confirmed only if they continue to make efforts in actual allocation of the budget to cover the 
increased staff.  Capacity of the counterpart personnel both in research/aquaculture section and 
extension/resource management section have been strengthened through the Project activities. 
Those who are involved in aquaculture became capable of basic techniques of seed production/
intermediate culture.  Moreover, the retention rate of FD is high.  Thus, technical sustainability 
is becoming stable if those who are involved in the Project on contract basis are employed as 
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permanent.  On the other hand, the technical sustainability of local residents in model sites, is 
secured if they practice and accumulate their experiences in monitoring and full implementation 
of the Management Plan.  

３．Factors promoting sustainability and impact
（１）Factors concerning to Planning

•	� Proposal towards life improvement (Output 3 related activities) promoted the motivation of 
local residents and contributed to pace up the activities for Output 2.

•	� Concentration of the rather limited inputs into the streamlined number of model sites led to 
produce the outputs steadily.

（２）Factors concerning to the Implementation Process
•	� The efforts for the collaboration between research section staff and the extension section staff 

of FD was the promoting factor to pace up the community-based activities for CBRM.
•	� Some tangible items such as a T-shirt and the inauguration ceremony of the taboo area 

inviting the Police and media have contributed to good recognition of the Project from FD 
and other relevant government organizations.

４．Factors inhibiting sustainability and impact
（１）Factors concerning to Planning

•	� There was the delay in seed production caused by the delayed hatchery renovation and 
equipment installation. And such delay has hindered the progress of all activities related to 
Output 2.

（２）Factors concerning to the Implementation Process 
•	� Joint monitoring every six months has not been conducted and the monitoring reports were 

not completed on a timely basis.

５．Conclusion
The project purpose is mostly achieved and will be achieved by the time of termination of the 
Project, judging from the indicators in PDM2.  Firstly, 239 villagers in total participated in 
various workshops on resource management　(indicator1).  Secondly, resources management 
system on all kinds of targeted Giant Clam, Green Snail and Trochus has been introduced and 
implemented　(indicator 2).  And periodical monitoring by the motivated local residents has 
been conducted in model sites (indicator 3).  
At the time of terminal evaluation, the relevance of the Project is high due to the consistency 
with both the policies and needs of target groups.  The effectiveness of the Project is also judged 
as high because of the achievement level of the project purpose, resulted from the produced 
outputs.  The efficiency can be said as sufficient from the viewpoint of outcome magnitude 
compared to the input.  Impact is large but it cannot be described as strong enough, because 
the overall goal seems to have challenges ahead and the complete realization of it might 
require longer than 3-5 years.   However, the Project is on track towards the overall goal and 
it will be eventually achieved over longer term, if the consistent commitment of FD continues.  
The sustainability of the Project can be secured if certain conditions are met. Firstly, the 
organizational sustainability of FD as an executing organization for promotion of CBRM to all 
over the country is high.  However, financial sustainability of FD will be confirmed only if they 
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continue to make efforts to increase budget for CBRM.  Thirdly, technical sustainability would 
be higher if further efforts are made to employ already trained staff by the Project as permanent 
staff of FD as well as to promote the community initiative including monitoring by the full 
implementation of the Management Plan.

６．Recommendations
1)	 Further efforts for the continuation of collaboration between research and extension sections
2)	 Feasibility study on income generation in the life improvement proposal
3)	 Identification of the Project related techniques to be further strengthened
4)	 Discussion on the indicators for the overall goal
5)	 Securing budget allocation and recruiting necessary staff

７．Lessons Learned
1)	 Site selection

Since land dispute is quite common in the South Pacific region, more careful survey is necessary for 
the project site selection.

2)	 Consensus on the community-based coastal resource management in JICA
As the nature of the coastal resource management covers quite wide range of activities, and it takes 
long time to assess the effects of its application, considering and making consensus on the long-
term strategy to implement the project for CBRM is necessary and important. 

3)	 Clear and easy indicator
Scientific indicator should be clearly defined and be simple enough to calculate for smooth 
monitoring and evaluation.  
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第１章　終了時評価調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

１－１－１　プロジェクトの背景

バヌアツ国（以下、「バヌアツ」と記す）は、2005 年においては人口 22 万人の小島嶼国で、

農業・畜産を主体とした第一次産業及び観光を主体とした第三次産業が基幹産業となってお

り、国民の約 80％は主要都市以外の集落、または、離島に住み、そのほとんどが自給自足的

な農業に従事している。国民 1 人当たりの GNI は 1,600 米ドル（世銀：2005 年）であるが、こ

れは主に外資系輸出産業による牛肉やコプラなどの生産とわずかな都市部に限定される観光産

業による経済活動によるところが大きく、都市部と地方部、離島との所得格差は大きい。バ

ヌアツは離島が多く交通手段が限られているため、多くの住民が自給自足の生活を送ってい

る。一方、都市部近郊では肉牛の山地放牧が行われており、輸出用に加工されている肉牛の加

工くずが近郊住民にも利用可能であるが、国全体に供給されることはない。沿岸地域ではたん

ぱく質を貝類、甲殻類等の沿岸資源に頼っている集落が多い。このため、沿岸住民が容易に入

手・利用可能な貝類などの沿岸資源は急激に資源量が減少しており、ほぼ枯渇している状況に

あることから、これらの沿岸資源を種苗放流や漁場環境保全等の手段によって早期に回復さ

せ、地域住民主体による管理体制を構築することが喫緊の課題となっている。また、あわせて

これらの水産資源に付加価値を与えることによる所得向上を考慮する必要がある。バヌアツ

の要請に基づき、「豊かな前浜プロジェクト」は、貝類種苗放流等による資源増殖を通して地

域住民主体の沿岸資源管理（Community-based Coastal Resource Management：CBRM）体制の構

築及び生計向上を目的に、バヌアツ水産局（Department of Fisheries：DF）をカウンターパート

（Counterpart：C/P）として 2006 年 3 月より 3 年間の計画で実施されている。

１－１－２　調査団派遣の目的

終了時評価調査は、以下の点を目的として実施された。

（１）プロジェクトの実績と実施プロセスを総合的に確認したうえで、評価５項目（妥当性、

有効性、効率性、インパクト、持続性）に沿ってプロジェクトの効果を分析する。

（２）評価レポートを作成し、終了時までの提言を行うとともに教訓を導出し、さらに、評価

結果に基づきプロジェクト終了後の方向性についての協議を関係機関と行う。

１－２　調査団の構成と調査期間

１－２－１　調査団構成

＜バヌアツ側評価団＞

・Mr. Ruben Bakeo Markward 
農林水産・検疫省（Ministry of Agriculture,Quarantine,Forestry and Fisheries：MAQFF）企画官

・Mr. Bethuel Solmon  
首相府戦略的政策策定及び援助調整局 分析官
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＜日本側評価団＞

・白勢　隼人（団長／総括）

JICA　農村開発部参事役

・田中　宏幸（協力管理）

JICA　農村開発部第一グループ水田地帯第三チーム

・古谷　典子（評価分析）

グローバル・リンク・マネージメント株式会社　研究員

１－２－２　調査期間及び日程

2008 年 10 月 13 日（月）～ 30 日（木）

表１－１　調査日程表

日　時 内　容

10/13（月） 先行団員（コンサルタント団員）：国際移動（東京→）

10/14（火）

午前：ポートビラ着

午後： プロジェクト・ダイレクター代行表敬及び聞き取り、日本人専門家聞き取

り①、プロジェクト打ち合わせ

10/15（水）
午前：JICA バヌアツ支所訪問、評価方法説明

午後： 日本人専門家聞き取り②、③

10/16（木） サイト調査（マンガリリウにて住民へのグループ・インタビュー等）

10/17（金） サイト調査（レレパにて住民へのグループ・インタビュー等）

10/18（土） 質問票回収・分析整理

10/19（日） 質問票回収・分析整理

10/20（月） 終日：C/P 聞き取り調査（宿泊場所移動）個別インタビュー午前 3 名、午後 2 名

10/21（火） 午後：JICA バヌアツ支所打合せ

10/22（水）
午前：首相府戦略的政策策定及び援助調整局表敬、団員打合せ

午後：農林水産・検疫省（MAQFF）表敬、活動進捗ヒアリング等

10/23（木）
調査団本体：エファテ島内モデルサイト視察

コンサルタント団員：合同評価レポート案作成

10/24（金）
調査団本体：プロジェクト専門家ヒアリング

コンサルタント団員：合同評価レポート案作成

10/25（土） 資料分析整理

10/26（日） 合同評価レポート案作成

10/27（月）
午前：合同評価レポート署名

午後：合同調整委員会（JCC）、ミニッツ（M/M）署名式

10/28（火）
午前：JICA バヌアツ支所報告

午後：国際移動（ポートビラ→スバ）
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10/29（水） 午前：JICA フィジー事務所報告、大使館報告

10/30（木） 国際移動　（スバ→成田）

１－３　プロジェクトの概要

PDM（＝現行 PDM 2）に示されるプロジェクトの目標、成果は、以下のとおりである。

（１）上位目標

モデルサイトで、沿岸水産資源の適切な保全・利用により沿岸住民の生計が改善される

とともに、モデルサイトを中心に周辺地域にも対象種の資源増殖効果が波及する。

（２）プロジェクト目標

モデルサイトで、住民参加型の沿岸水産資源管理が実践される。

（３）成果

１）沿岸定着性資源の種苗生産・中間育成の技術が向上する。

２）モデルサイトで、住民主体の粗放的な増養殖の管理体制が確立される。

３）モデルサイト住民の生計の改善が提案される。

（４）活動

1-1 水産局の種苗生産施設を補修・増築する。

1-2 対象種の親貝を確保し育成する。

1-3 対象種の種苗生産を行う。

1-4 対象種の種苗生産・中間育成技術マニュアルを作成する。

2-1 沿岸資源の現状を確認する。

2-2 対象種の増養殖に適した場所を選定する。

2-3 対象種の種苗及び自然産卵用の親貝を放流する。

2-4 資源管理のためのルールを策定する。

2-5 沿岸水産資源管理マニュアルを作成する。

2-6 沿岸水産資源管理のためのワークショップを開催する。

3-1 沿岸住民の生計の現状を把握する。

3-2 沿岸住民の生計改善に向けた可能性を検討する。

3-3 モデルサイトにおける生計改善案を計画する。

3-4 沿岸住民の生計改善に係るマニュアルを作成する。

3-5 生計の改善に向けたワークショップを開催する。
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第２章　終了時評価の方法

日本側調査団とバヌアツ側調査団で構成される合同評価団を結成し、合同評価を実施した。合

同評価団は、PDM に基づいて、成果とプロジェクト目標の達成度及び上位目標達成見込みをま

ず確認したうえで、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から分

析した。続いて、導き出された結論に従い提言を取りまとめ、プロジェクト実施から得られた教

訓を導出した。

２－１　終了時評価の手順

２－１－１　評価の観点と評価の手法

本調査では、①プロジェクト･デザイン･マトリックス〔Project Design Matrix：PDM（プロジェ

クトの諸要素を論理的に配置したプロジェクトの概要表）〕に基づいた評価のデザイン、②プ

ロジェクトの実績・実施プロセスを中心とした必要情報の収集、③ ｢ 妥当性 ｣、「有効性」、「効

率性」、「インパクト」、「持続性」という５つの評価の観点（評価５項目）からの収集データ

の分析、④分析結果からの提言 ･ 教訓の導出及び報告、という流れを踏まえ調査を行った。な

お、評価５項目の詳細については、後述の「２－１－３　データ分析方法」を参照のこと。

まず、討議議事録〔Record of Discussions：R/D（2005 年 9 月 8 日付け、プロジェクト内容の

概略を定めたもの）〕、PDM、活動計画書（Plan of Operations：PO）、M/M（2008 年 2 月 4 日付け、

中間評価調査結果含む）、終了時評価調査に係る事前資料、その他プロジェクトの関係文書、

報告書等に基づき、終了時評価の実施手順と調査項目案を策定した。評価用 PDM は作成せず、

現行の PDM 2 を用いた。

主な調査項目は以下の表のとおりである。

表２－１　調査項目

大項目 中項目 調査項目

0．プロジェク

ト実績／実施プ

ロセス

プロジェクトは

何 を 達 成 し た

か（する見込み

か）。

0-1  投入実績 バヌアツ側及び日本側の投入実績

0-2  活動実績 各成果を達成するための活動実績

0-3  各成果の達成状況 成果１～ 3 の達成状況

0-4  プロジェクト目標達成度 ・ モデルサイトで、住民参加型の沿岸水産資源管理が

実施されるようになったかどうか。

（１） 資源管理ワークショップに参加する村人が 150
人を超していることを示すデータ、情報

（２） 5 種類について資源管理方法が導入されたこと

を示すデータ、情報

（３） 定期的なモニタリングが実施されていることを

示す記録

・ 指標で設定された上記数値以外にも、プロジェクト

目標が達成されたことを示す（根拠となる）サポー

ティングデータ
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0-5  上位目標の達成度

（見込み）

・ 「モデルサイトで沿岸水産資源の適切な保全・利用

により沿岸住民の生計が改善されるとともに、モデ

ルサイトを中心に周辺地域にも対象種の資源増殖効

果が波及する」ことになるかどうかの見込みを示唆

するデータ・情報

0-6  活動の進捗状況 プロジェクト進捗状況、モニタリング状況

0-7  実施上の課題とこれまで

の取り組み

左記のとおり

0-8  実施体制と関係部署間の

連携状況

実施体制図、連携状況

0-9  C/P の業務遂行状況 C/P の数や能力の適切性、コミュニケーション、積極

性

0-10  相手国実施機関の主体性 バヌアツ DF のプロジェクトに対するオーナーシップ

1．妥当性

プロジェクト実

施の正当性、必

要性はあるか。

1-1  バヌアツの農村開発分野

における本プロジェクト

の必要性

沿岸資源管理分野における戦略との適合性

1-1  ターゲットグループの

ニーズ

D/F を直接的な受益者としたことの設定の適切性を示

す情報

1-2  日本の開発援助政策との

適合性

日本の国別援助計画

2．有効性

プロジェクト目

標は達成された

か。

2-1  プロジェクト目標の達成

度合い

上記「0-4　プロジェクト目標達成度」に同じ

2-2  阻害・促進要因、成果・

外部条件との因果関係

促進・阻害要因の確認

3．効率性

プロジェクトは

効率的に実施さ

れているか。

3-1  「投入」の適正度 ・ C/P の配置、供与施設、プロジェクト運営費の適正

度、C/P の業務管理体制

・ 専門家派遣、研修員受入、供与機材の適正度

3-2  成果、プロジェクト目標

の達成度

プロジェクト実績に既述

3-3  プロジェクトの支援体制 JCC の実施状況、日本側の支援体制の状況

4．インパクト

プロジェクトの

長期的、波及的

効果はあるか。

4-1  上位目標達成の見込み 上記「0-5　上位目標の達成度（見込み）」に同じ

4-2  他のプラスのインパクト プラスの波及効果の事例

4-3  マイナスのインパクト マイナスの波及効果の有無確認

5．持続性

JICAの協力終了 
後、その効果は

持続するか。

5-1  組織的持続性 プロジェクトの継続実施体制の今後の位置づけ

5-2  財政的持続性 C/P 機関の予算の確保、財政支援の継続性を確認でき

る情報

5-3  技術的持続性 ・ バヌアツ側人材への技術移転度を示す情報

・ 養成されたバヌアツ側人材の定着・活用度

5-4  持続性の阻害・促進要因 本プロジェクトで構築されている体制・活動が継続実

施されるために必要な条件など
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２－１－２　データ収集方法

上述の評価デザインに沿って、PDM 記載事項の実績データを中心に、以下の情報源及び

データ収集手法を用いて情報を収集した。

（１）R/D、M/M、PDM 、PO 等のプロジェクト計画文書

（２）日本人専門家及び C/P、モデルサイト地域住民代表、からの聞き取り及び質問票への回

答

（３）日本側及びバヌアツ側の投入に関する記録

（４）DF 種苗生産施設及びモデルサイト視察

（５）その他プロジェクトによる記録及び成果品

２－１－３　データ分析方法

開発プロジェクトを評価する際に国際的に使用される評価５項目の観点から、収集したデー

タを分析し、総合的に価値判断した。評価５項目のそれぞれが示す内容は以下のとおりであ

る。

（１）妥当性

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、評価を実施する

時点において妥当か（受益者のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切

か、相手国と日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当

か等）を確認する。

（２）有効性

プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされているの

かを確認する。また、そのための戦略（成果のたて方）がプロジェクト目標達成に貢献し

ているのかどうかを確認する。

（３）効率性

プロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているかを確認す

る。

（４）インパクト

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果や波及効果を確認す

る。予測していなかった正・負の効果・影響を含む。
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（５）持続性

援助終了後も、プロジェクトにより発現した効果が持続していく見込みがあるかどうか

を確認する。
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第３章　プロジェクトの実績と現状

３－１　投入実績

R/D、M/M と PDM に沿って、以下に示すとおりおおむね予定どおりの投入が行われた。

＜日本側＞

（１）バヌアツへの専門家派遣

2008 年 10 月時点において、長期派遣専門家 2 名、短期派遣専門家延べ 9 名が、技術移転

を目的としてバヌアツに派遣された。詳細は、付属資料１．「合同評価報告書」の Annex 4
を参照のこと。

（２）資機材供与

供与機材として、車両やボート、水タンクなど、計 1,890 万円（1,654 万バツ）の資機材が、

DF に対してプロジェクトの活動実施のために供与された。詳細は、付属資料１．「合同評価

報告書」の Annex 5 を参照のこと。

（３）日本における C/P 研修

本プロジェクトの投入としての本邦研修受入れは 5 人である。ただし、それ以外に 1 名は

プロジェクト外の予算にて、C/P が本邦研修を受けている。詳細は、付属資料１．「合同評

価報告書」の Annex 2 を参照のこと。

（４）在外事業強化費

2008 年 9 月末までに、計 5,625 万円が、支出された。詳細は、付属資料１．「合同評価報

告書」の Annex 3 を参照のこと。

＜バヌアツ側＞

（１）C/P 及びその他の職員配置

プロジェクト・ダイレクターとして MAQFF DF 局長が任命され、その下に、研究部門長

及び普及部門長がプロジェクト・マネジャーとして任命されている。DF 内に、特に本案件

のために配属された実務レベルでの C/P は、プロジェクト・マネジャーを含めると 16 名と

なっている。詳細は、付属資料１．「合同評価報告書」の Annex 2 を参照のこと。

（２）施設供与

C/P 機関からのプロジェクトに必要な施設（日本人専門家執務室）及び種苗生産施設設置

に必要な土地は供与された。

３－２　活動実績

PDM 及び PO に示された内容に従ってプロジェクトは活動を進めていることが確認された。
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３－３　成果の達成状況

R/D、M/M と PDM に示される内容に沿って、成果を達成している。その根拠は、指標に基づ

いた判断であり以下に示すとおりである。

【成果１】沿岸定着性資源の種苗生産・中間育成の技術が向上する。

成果１は達成されたと判断できる。その根拠は以下の理由による。

指　標

1-1　 対象種の種苗生産量（ヒレジャコ 5,000、シラナミ 5,000、ヤコウガイ 3,000、タカセガイ

3,000）
1-2　対象種の生残率 （全種共通で採卵から放流までで１％ ）
1-3　少なくとも 3 種は C/P が自分で種苗生産ができるようになる。

1-4　少なくとも 3 種のマニュアルが整備される。

指標 1-1： 対象種の種苗生産量は、指標で示された目標値に対して以下のような現状となっ

ており、目標値を達成している。

種 現在達成値 目標値

シャコガイ類
ヒレジャコ 110,000 5,000

シラナミ 20,000 5,000

ヤコウガイ 4,000 3,000

タカセガイ 5,000 3,000

指標 1-2： 対象種の生存率は、おおよそ全体として目標値の1％ 1
にほぼ近づいている。また、

数値の推移は確実に増加のトレンドにある。また、中間評価調査の際に合意が形

成された「全種共通して生存率 1％」という指標について、各種の特徴が異なる

ことから、一概に全種共通で採卵から放流までで 1％と目標値を定めたことが必

ずしも適切な指標設定ではなかったとの意見も聞かれた。 

指標 1-3： C/P の種苗生産能力に関しては、飼育過程における多様な経験を今後積むことが

必要であるものの、基礎的な生産技術は習得されており、独自に種苗生産は行え

るようになっている。

指標 1-4： 「観賞魚市場向けシャコガイ種苗生産マニュアル」（2007 年 12 月）、及び「シャコ

ガイ種苗生産マニュアル」（2007 年 12 月）は、既に完成している。さらに、「ふ

化場管理運営マニュアル」「ヤコウガイ種苗生産マニュアル」「タカセガイ種苗生

1　 これら数値の詳細根拠については、終了時評価調査団に調査期間中には提出されなかったため、日本人専門家からの口頭での聞

き取りによる。
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産マニュアル」について、現在準備が進められており、プロジェクト終了時まで

には完成予定である。

【成果２】モデルサイトで、住民主体の粗放的な増養殖の管理体制が確立される。

成果２はおおむね達成されたと判断できる。すなわち、モデルサイトで住民主体の粗放的な増

養殖の管理体制が出来上がりつつある。現在、活動が進捗しており、同様な努力が継続されるな

らばプロジェクト終了時までに達成が可能と判断される。その根拠は以下の理由による。

指　標

2-1　現況把握が出来ている種類数（4 種）

2-2　対象種について、適切な生息地が確認される。

2-3　 以下の放流数を確保する。（オオジャコ親 400、 ヒレジャコ親 20、種苗 5,000、シラナミ種

苗 5,000、ヤコウガイ親 1,000、種苗 900、タカセガイ親 2,000、種苗 200）
2-4　資源管理のためのルール（2 種類）

2-5　マニュアルの数（3 種）

指標 2-1： 資源現況調査は終了し、4 種類（ヒレジャコ、シラナミ、ヤコウガイ、タカセガ

イ）の現況が把握された。

指標 2-2：�対象種について、マンガリリウ、レレパそれぞれに 1 カ所ずつ母貝放流適地を選

定し、母貝放流を実施している。選定された放流適地の地図が作成されている。

指標 2-3：�各対象種の放流数確保について、プロジェクト終了時までの活動のなかで行われ

るヤコウガイ・タカセガイ親貝の導入により、設定された 8 目標値のうち、8 割

に近い項目
2
がおおよそ目標値に到達する見込み（次表参照）となっている。タカ

セガイ親貝については、残された期間の活動を通して 50％（＝予想実績 1,000 ÷

目標値 2,000）の達成見込みであるが、また、種苗についてはすべて今後の活動

を通して目標値を達成していくことになるが、予定どおり活動が遂行されるなら

ば、全体としては、当該指標は到達できるであろうと判断できる。

2　目標値 8 件のうち、6 件。
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親 種　苗

実　績 目標値 実　績 目標値

シャコガイ類

オオジャコ

Tridacna Gigas
400 400 ――― ――

ヒレジャコ

Tridacna Squamosa
15 20

0（2008 年末から 2009 年

度末までに 5,000 予定）
5,000

シラナミ

Tridacna Maxima
――― ――

0（時期尚早、

生存数 2 万）
5,000

ヤコウガイ

Turbo (Lunatica)
marmoratus

745 1,000
0（2008 年末から 2009 年

度末までに 3,000 予定）
900

タカセガイ

Trochus niloticus

279（今後実施

予定、1,000 まで

達成見込み）

2,000 5,000 200

指標 2-4： 指標によると、資源管理のためのルールが 2 種類以上作成されることが目標であ

るが、2 カ所のモデルサイト（マンガリリウ、レレパ）にて、指標で意図する「ルー

ル」に該当する、沿岸資源管理のためのマネジメントプランづくりが進んでいる。

完成には至っていないが、内容について地域住民は基本的に納得しており、草案

はほぼできている。残されたプロジェクト期間のなかで、完成までのステップを

進める努力が引き続き期待される。したがって、2 種類のルールがプロジェクト

終了時までに完成予定である。

指標 2-5： 短期派遣専門家により「住民主体の沿岸資源管理（CBRM）アクションプランづ

くりワークショップ実施マニュアル」（2006 年 12 月）が既に作成されており、日

本人専門家、C/P が必要時に活用している。また、「ヤコウガイ放流マニュアル」

も既に完成している。さらに、「モニタリングマニュアル」「沿岸資源管理マニュ

アル」が作成中であるが、コンテンツ検討の議論は終了しており、プロジェクト

終了時までに完成すると見込まれる。

【成果３】モデルサイト住民の生計の改善が提案される。

成果３はおおむね達成されたと判断できる。その根拠は以下の理由による。

指　標

3-1　提案された生計改善の方法の数

3-2　生計改善ワークショップに参加した村人の数（100 人）

3-3　マニュアルの数（3 種）
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指標 3-1： 生計改善の方法として、貝殻細工、観賞魚市場向けシャコガイの養殖、エコツ

アー（プロジェクト活動紹介ツアー）という 3 つの活動案が特定できている。具

体的な内容策定においては実施可能性を見定める必要があるが、終了時評価段階

においても、プロジェクトサイトへの観賞魚市場用シャコガイファームの設置・

販売、プロジェクトサイトを含んだエコツアーの側面的サポートは実際に実施さ

れている。

指標 3-2： 2007 年 3 ～ 4 月開催の観賞用シャコガイ増養殖ワークショップをはじめ、直近

では、2008 年 6 ～ 7 月に実施されたマネジメントプランづくりに関するワーク

ショップを含め
3
、合計4種類の生計向上ワークショップが実施されてきている（下

表参照）。これらワークショップへの参加者数は 138 人に上っており、目標値 100
人を凌駕している。また、参加者人数という観点のみならず、ワークショップの

質的な観点からも開催されたワークショップは効果があったと日本人専門家は判

断している。

表３－１　生計改善ワークショップ

ワークショップ名 開催期間 場　所 参加者数

鑑賞用シャコガイ増養殖 3 日間（2007 年 3 月） マンガリリウ 29

鑑賞用シャコガイ増養殖 3 日間（2007 年 4 月） スナエ 38

資源管理・シャコガイ養殖 5 日間（2008 年 2 月） レレパ DF 22

マネジメントプランづくり 6 日間（2008 年 6 ～ 7 月） マンガリリウ DF 49
注：現在スナエはモデルサイトから外れている。

* 詳細は付属資料１．「合同評価報告書」の Annex 7 を参照のこと。

指標 3-3： 「社会経済調査実施マニュアル」（2006 年 12 月）及び「シャコガイ種苗生産マニュ

アル　～鑑賞魚市場向け～」（2007 年 12 月）が既に作成されている。地域住民向

けの「鑑賞魚市場向けシャコガイ養殖マニュアル」が、プロジェクト終了時まで

に完成する予定である。

３－４　プロジェクト目標の達成状況

【プロジェクト目標】モデルサイトで、住民参加型の沿岸水産資源管理が実践される。

プロジェクト目標は終了時評価時点でおおむね達成されており、プロジェクト終了までには達

成されると判断できる。すなわち、モデルサイトで、住民参加型の沿岸水産資源管理が実践され

つつある。

上記判断の根拠を以下に示す。

3　 CBRM マネジメントプランには、住民の生計向上にかかわるコンポーネントも含まれることから、当然にマネジメントプランに

関するワークショップにおいても生計向上トピックを取り扱う。その観点から、ここに数え上げられている。
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指　標

指標１：150 人の村人が資源管理ワークショップに参加する。

指標２：5 種類について資源管理方法が導入される。

指標３：定期的なモニタリング

指標１： 既に中間評価時点で、CBRM アクションプランづくりワークショップ 58 人、鑑賞

用シャコガイ増養殖ワークショップ 67 人（以上合計 125 人）に上っていたが、そ

の後、マネジメントプランづくりや子供向けのワークショップも開催されており、

合計で、目標値 150 人を大幅に超える 239 人の地域住民が資源管理ワークショップ

に参加した（下表参照）。

表３－２　沿岸資源管理ワークショップ *

ワークショップ名 開催期間 場　所 参加者数

CBRM アクションプランづくり 3 日間（2006 年 11 ～ 12 月）マンガリリウ 29

CBRM アクションプランづくり 3 日間（2006 年 12 月） スナエ 29

鑑賞用シャコガイ増養殖 3 日間（2007 年 3 月） マンガリリウ 29

鑑賞用シャコガイ増養殖 3 日間（2007 年 4 月） スナエ 38

資源管理・シャコガイ養殖 5 日間（2008 年 2 月） レレパ DF 22

マネジメントプランづくり 6 日間（2008 年 6 ～ 7 月）マンガリリウ DF 49

子ども向け　沿岸資源・シャコ

ガイ
2 日間（2008 年 9 月） マンガリリウ DF 43

注：現在スナエはモデルサイトから外れている。

* 詳細は付属資料１．「合同評価報告書」の Annex 7 を参照のこと。

指標２： 5 種類について資源管理方法が導入されることが目標値であるが、シャコガイの 4
種類及びヤコウガイ、タカセガイについて資源管理システムが実施されており、対

象種の数は目標値 5 種を超えている。

指標３： 終了時評価調査時点では定期的なモニタリングが住民によって実施されている。マ

ンガリリウにおける住民からの聞き取りによると、毎週日曜日に、DF や JICA が村

に来ない場合でも、住民たちは自主的にモニタリングを実施している、また記録の

蓄積は自分たちの活動として行っているとの報告がなされた。レレパでの聞き取り

でも定期的なモニタリングが裏付けられた。日本人専門家の報告によれば、モニタ

リングにかかわっている住民のモチベーションの度合いは個々人により異なるが、

興味と責任感をもってモニタリングに参加している人材がそれぞれの村に各 2 人程

度出てきている。ただし、記録はつけているものの、いくつかの課題は残ってい

る。モニタリングが完全に習慣化されるまでには、もう一歩の支援が必要と考えら
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れるが、日本人専門家は、住民自らが動きだしたと感じている。

３－５　上位目標の達成の見込み

【上位目標】 モデルサイトで、沿岸水産資源の適切な保全・利用により沿岸住民の生計が改善さ

れるとともに、モデルサイトを中心に周辺地域にも対象種の資源増殖効果が波及す

る。

上位目標の達成に向けて着実に進んでいるが、実現に要する年月に関しては多くの関係者が、

3 年間では不足しており、5 年以上の年月を要するであろうと見込んでいる。

指　標

指標１： 対象種の漁獲量の増加

指標２： モデルサイトで生計が改善した住民の数

指標３： モデルサイトにおける母貝の育成

指標４： 新規魚種の増養殖に対する取組み能力の向上

上に掲げられた上位目標の達成を測る指標について、定量的データを終了時評価調査時点で示

すことはできない。それは、貝という生物のライフサイクルに要する年月及びそれら増養殖され

た沿岸資源を活用した住民の生計向上には更なる時間を要するため、終了時評価調査時点で変化

（効果）を示すデータが存在しないためである。

将来、沿岸資源の増加状況や住民の生計向上に関するインパクト調査が行われることで、より

明確に示されることになる。ただし、見込まれる変化（効果）につながるいくつかの事象が既に

起こってきている。生計向上の例を挙げれば、プロジェクトは Aquarium Trade という海産物を取

り扱う国際貿易会社に対し、シャコガイを販売した実績をもっている。具体的には、これまでに

3 回にわたり、800 ピースの 2 枚貝を売却した。このような活動に対し、コミュニティ住民の関

心は極めて高く、地域住民は今後の動きを注視している。現在はコミュニティが育成した鑑賞用

シャコガイを売却した利益の一部である 20 万バツ（約 20 万円）を DF が預かる形になっており、

お金のやりとりのための銀行口座設置など、今後完成・実施されるマネジメントプランの中で管

理体制も明確にされる予定である。このように、3 年間では実現が厳しいと予測されるものの、

上位目標の達成に向けてプロジェクト活動は着実に進んでいる。

３－６　実施プロセス

評価グリッドに従って実施プロセスが確認されたが、特に以下の点については言及に値する。

（１）DF 内での研究部門と普及部門の粘り強い連携努力

立場の異なる部門が協力的に連携することは、実際の活動のなかでは容易なことではない

が、増養殖技術の向上（成果１）に主たる責任をもつ研究部門と、漁村での資源管理体制づ

くり（成果２）に主たる責任をもつ普及部門との連携努力がなされ、日本人専門家間コミュ

ニケーションが必ずしも円滑にいかない局面においても、DF の C/P は粘り強く 2 部門間の

連携した活動を前に進めていった。
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（２）投入の集中投下（モデルサイト数の削減）

DF 内での作業と異なり、モデルサイトへのアクセスには時間を要する。また、C/P は兼

任でプロジェクトに配置されており、モデルサイトへ訪問し活動する時間を十分にもつ職員

に不足していること、さらに、車両の確保・調整なしにはサイト訪問できないこと、作業実

施は変わりやすい海の天候状況に左右されること、地域住民との連携・コミュニケーション

は時間を要すること、などの点から、プロジェクトサイトでの活動は、机上での作業とは異

なる忍耐と時間を要する。土地問題が顕在化
4
したことを発端にして中間評価時点で、モデ

ルサイトが 4 カ所から 2 カ所に絞り込まれているが、上述のように限られたプロジェクト投

入資源を、絞り込んだモデルサイトに集中的に投入した結果として、成果を確実に創出する

ことが可能となった。土地問題という想定外の理由により実施されたモデルサイトの 2 カ所

への絞り込みは、実施プロセス上起こったことである。

（３）活動遅滞の連鎖反応

プロジェクト目標達成に向けた効果（成果の発現）が時系列的に起こることが期待される

戦略の組み立てから、種苗生産施設の改築工事及び供与機材設置の遅れに派生する種苗生産

（成果１）の遅れが生じ、その結果、生産された種苗を基に活動を実施する沿岸資源管理体

制の確立（成果２）のための活動に遅れが出た。

（４）本邦研修と現地プロジェクト活動の両立

技術移転の受け手となる C/P がプロジェクト実施の特に重要な時期に本邦研修が重なり、

現地でのプロジェクト活動を通した技術移転に影響を与えた。

また、以下は中間評価時にも指摘されていた点である。

（５）広報・意識啓発活動の効果的推進

プロジェクトの広報用 T シャツの作成や、警察やメディアを招待して禁漁区域の設置記

念会合を開催するなどにより、プロジェクト広報及び関係者の意識啓発が促進された。

（６）合同モニタリング実施の不足

半年ごとの合同でのプロジェクトモニタリング実施ができなかった。

4　 生計向上に係る活動により、所得創出の可能性が住民に示されたことをきっかけとして、土地所有権についての紛争が生じ、裁

判中となっている。
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第４章　評価５項目による評価結果

バヌアツ側及び日本側から構成される合同評価団により、本終了時評価の全調査活動を通して

得られた情報から、プロジェクトの妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性について検討

した結果明らかになったことは、以下のとおりである。

４－１　妥当性

妥当性とは、プロジェクト目標及び上位目標が終了時評価時点においても目標として意義を有

するか否かをみる評価項目である。プロジェクトの妥当性は以下の理由から、非常に高いと判断

される。

（１）国家開発戦略である「優先課題・行動計画（Priorities and Agenda）」において、水産セクター

開発の優先課題として沿岸住民による沿岸域の水産資源管理が奨励されていることから、プ

ロジェクトのめざす方向はバヌアツ国開発政策と合致している。また、沿岸住民の生計向上

及びそのための DF の能力強化というニーズにも合致している。さらには、わが国の援助政

策に関しても、JICA 対バヌアツ国別事業実施計画において農村開発による生計向上や環境

が援助重点分野と定められるなど日本の援助政策との整合性が存在する。これらについて

は、事前調査段階から中間評価にいたるまでに繰り返し確認されてきている点であり、終了

時評価調査段階においても変化はない。

４－２　有効性

プロジェクト目標の達成によりターゲットグループにどれだけの利益がもたらされたか、ま

た、その達成が成果の結果として成し遂げられたものか否かを確認することがプロジェクトの有

効性をみることであるが、第一義的には、プロジェクト目標がどの程度達成されたのか、また、

その達成が成果達成の貢献によるものなのか否かをみることが有効性を確認することにほかなら

ない。本プロジェクトの有効性は以下の理由から高いといえる。

（１）プロジェクト目標の達成度

終了時評価時点において、プロジェクト目標「モデルサイトで、住民参加型の沿岸水産資

源管理が実践される」はおおむね達成されている。

（２）成果のプロジェクト目標達成への貢献度

すべての成果はプロジェクト目標達成に貢献した。まず、DF における増養殖技術が向上

し（成果１）、その技術を基盤に、モデルサイトである実際の漁村において住民とともに資

源管理の活動を進め（成果２）、さらには、住民の将来の生計向上につながる具体的なアイ

デア出し（成果３）を行ったことで、住民たちの意欲は刺激され、沿岸水産資源の管理を含

め自分たちの暮らす環境への意識も高まり、次第に「モデルサイトで、住民参加型の沿岸水

産資源管理が実践される」ようになってきている。このように、すべての成果はプロジェク

ト目標達成に貢献している。
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（３）促進要因・阻害要因

１）プロジェクト目標達成の促進要因としては；

成果３は上位目標に掲げられる生計向上に結び付く内容であるものの、生計向上への提

案（成果３）が住民の意欲を喚起したことで地域住民主体の増養殖の管理体制づくり（成

果２）を、成果を促進する結果となった。

２）プロジェクトの目標達成の阻害要因としては；

本プロジェクトでは、プロジェクトの目標達成を妨げるような大きな阻害要因は見いだ

されない。ただし、バヌアツ国内での技術移転活動と本邦研修との両立への工夫があれ

ば、より効果的であったと考えられる。具体的には、技術移転の受け手となる C/P が、プ

ロジェクト実施の重要な活動を行う時期に本邦研修で現場を離れなければならないという

事態が起こった。本邦研修の開催時期そのものは、プロジェクト側でコントロールできる

ものではないが、プロジェクトの活動スケジュール・技術移転との関係では重要な要素で

ある。

４－３　効率性

効率性とは、プロジェクト実施過程における生産性のことであり、投入が成果
5
にどれだけ効

率的に転換されたかを検討する。本調査にあたり、各成果の達成度及びそれらに対する投入の手

段、方法、時間／期間、費用の適切度、また、その投入に対して現れ始めている成果を検討した

結果、プロジェクトの効率性は十分といえる。日本及びバヌアツ両国による投入は、目標達成に

向け期待される成果を産出するためにおおむね十分なものであり、プロジェクト目標をほぼ達成

しているという効果の発現状況は、分野の性質を勘案すると比較的限られた投入に対して十分な

水準に達していると判断されるからである。詳細は以下に示すとおりである。

（１）投入の適切度

日本及びバヌアツ両国による投入は、期待される成果を産出するためにおおむね必要かつ

十分なものであった。プロジェクト開始当初より、長期派遣専門家については、チーフアド

バイザー／沿岸資源増養殖と業務調整／沿岸資源管理の 2 名体制をとってきている。しかし

ながら、プロジェクト目標達成を確保するために、これら当初計画された長期派遣日本人専

門家 2 名の投入に加えて、比較的長い派遣期間によって長期専門家の機能を補完する短期派

遣専門家（沿岸水産資源開発計画）の投入がなされた。この短期派遣専門家の投入により効

果の発現を導く結果となり、その観点からは追加的投入は適切であったが、投入時期につい

て、すなわち、そのような投入をプロジェクト開始当初からする必要がなかったのかどうか

という点については今後の検討課題といえる
6
。

5　 正確には、Output と Outcome を成果とするが、Outcome の発現には時間を要することから、現実には、Output を中心としてみる

こととなる。
6　 派遣された長期専門家 2 名のコミュニケーションが良くない事態を招いた要因に、2 名の専門家への負担が大きすぎたことがあ

るとすれば、コスト削減のために長期派遣専門家を 2 名に絞り込んだことが適切であったか否かについては、今後の議論が必要

であろう。また、業務調整と専門分野を兼ねた専門家の派遣は、業務調整が細かな業務に追われる性質をもつことを念頭におい

たうえで、兼務する専門家任務において求められる専門性の度合い、また、その分野における当該者の経験などを熟慮したうえ

での人選が望まれる。
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＜日本側＞

‐ 日本人の長期専門家を 3 年間通して同一の 2 名を配置し、同時に長期専門家の役割を

補足する長期滞在の短期専門家をシャトル形態で派遣しつつ、必要に応じた分野別の

短期専門家を派遣した。延べ数では、短期専門家 9 名、また、本邦研修 16 名の比較

的小規模な投入により効果を産み出している。

＜バヌアツ側＞

‐実施機関については、16 名が C/P として任命された。

（２）成果の達成状況

プロジェクトは当初期待した成果をおおむね達成した（「３－３　成果の達成状況」参照）。

また、プロジェクト目標もおおむね達成している（「３－４　プロジェクト目標の達成状況」

参照）。

４－４　インパクト

インパクトとは、プロジェクトが実施されたことにより生じる直接的、間接的な正負の効果の

ことである。本調査では、計画時に意図された効果及び予想されなかった効果を検討した結果、

いくつかのプラス（正）の効果が得られ、また発展しつつあることが確認された。住民の生計向

上・資源増殖効果の波及という上位目標達成には 3 ～ 5 年以上かかる可能性も見込まれることか

ら、インパクトが十分に強いと断言できないものの、以下の意図しなかったインパクトに詳細を

示すとおり、国境を超えた影響も微小ながら出てきているという点からは正のインパクトは大き

いといえる。

上位目標は、意図された正のインパクトであり、本プロジェクトでは「モデルサイトで、沿岸

水産資源の適切な保全・利用により沿岸住民の生計が改善されるとともに、モデルサイトを中心

に周辺地域にも対象種の資源増殖効果が波及する ｣ と示されている。「３－５　上位目標の達成

の見込み」において述べたとおり、上位目標達成に向けてプロジェクトは進捗しており、今後の

進展に期待が持てるものの、現実的な進展速度から推定すると達成に必要な時間として 3 ～ 5 年

では十分ではないとの見方が関係者大半の意見である。その観点からは、インパクトが強いとは

いえない。ただし、以下の意図しなかった正のインパクトに示されるように、プロジェクト実施

により直接的な C/P 機関にとどまらず、民間セクターでの様々な取り組み
7
が開始しつつあるこ

と、旅行者
8
を含めた地域住民の沿岸資源管理・環境への関心の高まりといった波及効果は大き

い。

意図しなかった正のインパクトとして、具体的には以下が指摘できる。

（１）地域住民の所得創出

本プロジェクトサイトを紹介するコンポーネントを含むエコツアーが民間セクターで立ち

7　民間経営ホテル内旅行会社によるエコツアーの実施、水産物取扱民間企業によるシャコガイの買い付けなど。
8　一時的にではあるが、地域住民ともに当該地域に滞在するエコツアー参加者。
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上がり、地域住民の所得創出に結び付き始めている。メラネシアンホテル
9
の系列旅行会社

10

による 2 泊 3 日のオプショナル・ツアー
11
では、本プロジェクトのモデルサイトであるマン

ガリリウ村を訪問・滞在する。参加者は、村のさまざまな生活環境から学ぶことが期待さ

れ、滞在期間中は地域の一般家庭にホームステイし、受け入れ家族とともに時間を過ごす。

JICA プロジェクトサイトとして、DF の種苗施設見学や村の前浜に設置された養殖ケージへ

村人が海に一緒にもぐって案内し、プロジェクトのめざす天然資源の大切さを宣伝普及する

活動
12
も行われている。1 泊につき約 2,000 ～ 3,000 バツ

13
がホスト・ファミリー（地域住民）

に支払われ、住民の現金収入の増加に寄与している。プロジェクトが主導で実施しているこ

とではないが、ひとつの観光資源をプロジェクトが提供する結果となり、双方にとって正の

影響を産み出している。

（２）国境を超えた普及・意識啓発

プロジェクトサイトの紹介を含むエコツアーへは、日本を含む国外からの参加者を得てい

る。参加者はプロジェクトの存在を知り強い印象を受けている。例えば、国際協力について

考え、日本の技術協力の現場に実際に触れる貴重な機会となっており、ODA の宣伝として

も少なからぬ効果が出ている。また、米国平和部隊の現地訓練の場所としてもエコツアー開

催地域が重なっていることから、米国人への本プロジェクトの宣伝・普及にもつながった。

（３）他ドナーとの連携・協力

上述の経緯もあり、子どもへの環境教育が米国平和部隊との協力により、モデルサイトで

進められている。既に、現地語
14
による、子どもを対象とした海洋資源管理教育のテキスト

が DVD とともに、平和部隊員との協力で作成された。これには、楽しみながら学べるよう

にゲーム手法なども取り入れられているが、今後、DF、JICA にとどまらず、平和部隊独自

のチャンネルからも活用拡大が期待できる。このような米国平和部隊との協力は、本プロ

ジェクトの沿岸資源管理ワークショップ開催においても、その成功に貢献している。さらに

は、今後、本格的に実施されていくモデルサイトでのマネジメントプランにおいて、住民主

体の沿岸資源管理・環境意識啓発に向け、米国平和部隊も具体的な役割を担っている。

負のインパクトとしては、本プロジェクト実施によりモデルサイトでの土地問題が顕在化する

こととなった。同様の土地の所有権をめぐる問題そのものは、南太平洋においては、特別なこと

ではなく、むしろ頻繁に起こり得ることである。しかしながら、本プロジェクト実施がなけれ

ば、顕在化することがなかったであろうと推測されるモデルサイトとなった土地の所有権問題

が、将来的に期待される所得創出の可能性に絡む思惑から、裁判に持ち込まれる事態へと発展し

てしまった。

9　首都ポートビラにある大型高級リゾートホテル
10　サウスパシフィックツアー
11　2006 年より実施している「国際交流活動ツアー」の 7 日間のなかに、当該オプショナル・ツアーが位置づけられている。
12　旅行エージェントから JICA 本部広報部に問合せ、両者間では 2008 年から MOU（合意文書）が交わされたとのことであった。
13　1 泊、2 泊 3 日など。
14　Bislama　ビスラマ
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４－５　持続性

持続性とは、わが国の協力が終了した後も、プロジェクト実施による効果が持続するかどうか

を検討する評価項目である。具体的には、DF といった C/P 機関や直接受益者であるモデルサイ

トの住民がどの程度、プロジェクト実施時に受けている便益を終了後に維持できるかを問うもの

である。本節では、以下に詳細を示すとおり、組織的、財政的及び技術的な観点から持続性を検

討したが、総合的には一定の条件を満たすならば持続性は確保されると判断した。

（１）組織的持続性

妥当性の項目でも言及したとおり、まず、水産部門はバヌアツ国としても力を入れている

分野であり、そのなかで住民参加型の沿岸資源管理は重視されている。MAQFF としても、

本プロジェクトにて獲得したノウハウを継続していく意思が終了時評価調査時にも改めて確

認された。したがって、住民参加型沿岸資源管理を推進する役割を担う政府組織としての

DF には、引き続き政策的支援が得られると見込まれること、さらに、DF の職員数倍増を伴

う組織編成・強化が実際に進んでいることから、組織の安定度は高く、組織的な持続性は非

常に高い。

（２）財政的持続性

DF は現在、組織として小さい規模であるものの広い分野を対象としており、それに対応

することを目的として強化編成組織が 2008 年 4 月に承認済みである。この新組織図では、

配置されるべき職員数は DF 全体としてほぼ倍増している。これに伴い、予算確保努力はな

されているものの、新組織図に対応した予算配置が実際になされて初めて財政的観点からの

持続性は確保されたといえる。終了時評価段階において、必要な人材配置のための予算確保

の必要性は省内でも認識され、実現化に向けた努力・政治的意思は存在している
15
。しかし

ながら、新しい予算確保が確実であると断言することはできず、プロジェクト終了後の期間

を包含する 2009 年度の予算編成が決定される 2008 年 12 月にかけた今後の動向を注視する

必要がある。一方、省の予算以外の財源の可能性を探る動きも出てきている。具体的には、

DF と連携し沿岸資源管理活動を推進している団体に、FSP（Foundation of South Pacific）が存

在するが、DF における FSP 担当者は、本プロジェクトへ積極的に参加している C/P であり

本プロジェクト活動の重要性を認識していることから、資金調達の可能性のある FSP との

連携による事業展開可能性も存在している。

（３）技術的持続性

種苗生産担当の C/P は、飼育過程におけるさまざまな経験を今後積むことが必要であるも

のの基礎的な生産技術を獲得し自分で種苗生産を行えるようになっている。また、普及担当

の C/P は、住民活動の支援、ワークショップ実施という面では能力・経験は十分であり、そ

の点での問題はないが、沿岸水産資源管理手法に対する知識や生物学的な情報量を更に増強

する必要があること、具体的には、プロジェクトによって持ち込まれた新しい技術・経験で

15　 本節の記述は、MAQFF 次官表敬時の「まだ、1 人の職員が何役もこなさなければならないという現状であるが、援助を無駄に

しないよう、必要な人材配置のための予算確保の必要性は認識している」との発言に基づく。
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あるシャコガイ養殖、グローアウトファーム、ヤコウガイ・タカセガイ母貝集団モニタリン

グについての能力・経験については、ますますの経験蓄積が望まれる。このように、今後に

向けた課題はあるものの DF の C/P たちは基礎的な増養殖技術を習得しており退職者もほと

んどいないことから技術が定着しつつある。しかしながら、技術移転を受け能力強化された

人材のなかには本プロジェクト費用による雇用者が含まれていることから、これら人材を

DF の正規雇用として定着させるという条件が満たされるならば、DF の技術的持続性は確保

される。他方、モデルサイトの地域住民は技術を受け入れつつあるが、現在部分的な施行に

とどまっているマネジメントプランが完全に実施され、自主的なモニタリングの実践が蓄積

されていくならば、沿岸資源管理のモニタリングが定着し、住民レベルでの技術的持続性が

高いものとなる。

４－６　評価結果の結論

終了時評価調査時において、資源管理ワークショップに十分な人数の住民が参加していること

（プロジェクト目標の指標１）、対象種 5 種類について資源管理方法が導入されシステムが実施さ

れていること（プロジェクト目標の指標２）、モデルサイトの住民らが定期的にモニタリングを

実施していること（プロジェクト目標の指標３）を根拠に、住民参加型の沿岸水産資源管理が実

践されつつあることが認められ、プロジェクト目標は、ほぼ達成されている。評価５項目の観点

からは、妥当性は非常に高く、プロジェクト目標達成がほぼ達成されすべての成果が達成に貢献

している事実からは有効性も高いと判断できる。また、成果発現の大きさと比較的制限された投

入とを比較した観点からは効率性の高さは十分だといえる。インパクトに関しては、バヌアツの

みならず、日本人を含めた外国人にも微小ながら影響を与えている点で広がりは大きいが、上位

目標の達成には 3 ～ 5 年以上の道のりが予測されることから強いとはいえない。持続性に関して

は、次のとおり、一定の条件を満たすならば確保できると判断できる。まず、国として力を入れ

ている住民参加型沿岸資源管理分野にあって中心的役割を担う DF は、国の機関として組織安定

度は高く組織的・政策的観点からの持続性が見込める一方で、必要な予算の配分については、今

後の引き続きの努力が必要となっている。さらに、技術的持続性については、DF では C/P が基

本的な増養殖技術を習得しているが、プロジェクトで雇用され技術移転を受けた人材を正規雇用

にすることで技術的持続性が確保される。また、モデルサイトでは住民に技術が受け入れられつ

つものの、今後、マネジメントプランが完全に実施され、これまでに獲得してきているモニタリ

ング技術などが定着していくことによって持続性が確保される。
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第５章　提言と教訓

５－１　提　言

プロジェクトの持続性を確保し、上位目標達成を確実にするために、終了時評価調査団は、

DF がプロジェクト終了まで、及び引き続きプロジェクト終了後も以下の点を実行することを提

言した。

【提言１】研究部門と普及部門の更なる協調促進

プロジェクト目標達成の促進要因となった DF 内での研究部門（プロジェクトでは増養殖技

術を担当）と普及部門（プロジェクトでは沿岸資源管理を担当）との連携が、今後とも上位目

標達成に向けた活動においても不可欠である。良いコミュニケーションを維持することは容易

ではないが、引き続きの努力が望まれる。

【提言２】所得向上策の実施可能性についての検討

住民は、環境意識の向上からくる沿岸資源管理も重要視する一方、短期的に変化の現れる所

得向上に強い関心をもっている。本プロジェクトがきっかけとなり意欲をふくらませている地

域住民たちに対し、一定程度の結果の責任をもって活動を進められるよう、収支計算など所得

向上の根拠を最低限確認する。

【提言３】更なる強化が必要とされる技術についての特定

本プロジェクトの第 2 フェーズの実施が既に決定している。本プロジェクトの結果を受け次

の段階において強化が必要とされる技術、換言すれば、第 2 フェーズで実際に技術支援が必要

とされる内容を見極める。

【提言４】上位目標達成度を測る指標についての検討

現行の PDM 上に示される上位目標達成を測る指標について、現実的でないと思われるもの

があり、約 3 年後に実施される事後評価のために、変化を確認することができ、かつ入手可能

な指標を検討する。

【提言５】必要な人材の採用と予算配分

既に組織編成については正式承認がなされ、ポストの倍増が決定しているが、これを具現化

する職員人件費予算の配分に引き続き努力する。また、本プロジェクトで技術移転を受けてい

る人材の正規雇用化についても努力を継続する。

５－２　教　訓

（１）南太平洋地域において土地の所有権に絡む争いは起こりやすいため、プロジェクトサイト

の選択は、より丁寧な調査検討を行うことが望ましい。

（２）住民参加型沿岸資源管理については、その性質上、一般的技術協力プロジェクト期間であ

る、3 ～ 5 年といった期間では、効果が必ずしも明確に現れてくるとはいえない。そのよう
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なプロジェクトに関して、どのような短・中・長期にわたる技術協力を実施していくことが

適切であるかという JICA 方針に関するコンセンサスの形成が必要であり重要である。

（３）プロジェクト管理のための指標は、円滑なモニタリング・評価のために明確でわかりやす

いことが重要である。終了時評価調査時において、例えば成果１の指標 1-2「対象種の生残

率」の例にあるように、関係者間での合意に基づき明確に定義が共有されていない指標は、

円滑なるモニタリング・評価を困難なものにする危険性がある
16
。

16　 本プロジェクトでいえば、中間評価調査の際に合意が形成されたと思われた「全種共通して生存率 1％」という指標が、終了時

評価時点において、各種の生物学的特徴は異なり一概に全種共通で採卵から放流までで 1％と目標値を定めたことが必ずしも適

切ではなかったとの意見も聞かれた。 
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